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資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応について 

 

 
当社は、2024年７月12日開催の取締役会において、資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた

対応について、改めて当社の現状を分析・評価し、改善に向けた今後の取組み方針について検討を行い

ましたので、お知らせいたします。 

なお、詳細につきましては、添付資料｢資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応｣をご覧

下さい。 

 

以 上 



資本コストや株価を意識した
経営の実現に向けた対応
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■ ＲＯＥ（自己資本利益率）
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■ ＰＢＲ

■現状認識・課題

資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応

ＰＢＲは足元では0.4倍程度で推移し、
１倍を下回る状況が継続している

低いＰＢＲは、低水準のＲＯＥに起因

中期経営計画2026中期経営計画2026

ＲＯＥは中期経営計画2026の目標
数値である８％を下回る水準で推移

ROEの向上によるＰＢＲの改善が経営の重要課題と認識

現状分析・評価 ～ 当社の株主資本コストは概ね７～８％程度と認識
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資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応

■企業価値向上に向けた方針

PBR ＲＯＥ ＰＥＲ

ＲＯＥ

中期経営計画2026で掲げた、2026年5月期のROE目標
８％を達成し、株主資本コストを上回ることが目標

その後も、ROEの更なる向上を目指す

ＰＥＲ
当社グループの長期的な企業価値向上に向け、どのような取
組みで成長を目指すかを、サステナビリティ経営の深度化や
IR活動強化を通じてお伝えし、成長期待の向上を図る

ＲＯＥ・ＰEＲの改善に取り組む
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ＲＯＥ

ＰＥＲ

PBR

■企業価値向上に向けた具体的な取り組み

資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応

収 益 力 の 強 化

■新しい事業・製品の拡大

・研究開発投資を拡大して技術開発を
推進

■既存事業の徹底した収益体質の改善

・適正な販売価格への見直し

・製販一体での受注活動

資産効率の改善

■資本コストを意識した資産効率の改善

・政策保有株式縮減の継続

・稼働効率が低い資産(保養所等)の見直し

期待成長率の向上

・中期経営計画の着実な実行

・サステナビリティ経営の推進

・マテリアリティの決定

株主還元の充実
・配当政策・配当性向 30%以上

・自己株式取得の継続

さらなる向上を
目指す

2026年５月期目標

８％

中期経営計画2026
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資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応

売上高

400億円
営業利益率

5％
ＲＯＥ

8％

「新しい事業・製品の拡大」により

コロナ禍前の売上高400億円へ戻す

「既存事業の徹底した収益体質の改善」と

「資本コストを意識した資産効率の改善」で

営業利益・ＲＯＥを大きく伸ばす

■連結業績目標 ２０２６年５月期

収 益 力 の 強 化 資産効率の改善

中期経営計画2026

持 続 的 な 成 長

中期経営計画2026
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マテリアリティ 目指す姿 主要なKPI

多様な人材の活躍促進

個々人が持つ能力を最大限発揮し、新しいことに挑
戦しながら日々成長できる組織・風土を整えること
で、多様な人材が自己実現し続ける企業グループを
目指す

・従業員エンゲージメント指標

・従業員１人当たりの教育研修費用

・管理部門の女性管理職比率

技術を活かした
イノベーション創出

連綿と受け継がれてきた匠の精神(こころ)を礎に、
技術向上へのあくなき挑戦を行い、新たなイノベー
ションを創出することで、豊かな社会づくりに貢献
し続ける企業グループを目指す

・新開発に基づく新規売上高

・新商品・新事業提案件数

・自動化・省力化改善件数

安定調達と高品質な
ものづくり

調達先と共存共栄できる強固なサプライチェーンを
構築し、徹底して顧客の声に耳を傾けながら真摯に
ものづくりを行うことで、高品質な製品・サービス
を提供し続ける企業グループを目指す

・新規サプライヤー開拓数

・製造工程におけるロス発生削減

・納期管理強化

脱炭素社会への貢献

卓越したモータドライブ技術を軸に、気候変動に対
応する製品・サービスの開発・販売を通じて、持続可
能な社会の実現に貢献し続ける企業グループを目
指す

・Scope1・２のCO2排出量削減

・出荷輸送時のCO2排出量削減

・脱炭素に資する製品・サービス受注高

社会・ステークホルダー
に対し責任ある
企業活動の実行

倫理を重んじた透明性のある経営を継続し、企業価
値を向上しながら、社会・ステークホルダーにとって
なくてはならない企業グループであり続けることを
目指す

・人権研修受講率

・コンプライアンス研修受講率

・情報セキュリティ訓練結果改善率

１

2

3

4

5

資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応

持続的成長と企業価値向上に向け、優先的に対処すべき５つのマテリアリティを決定

期待成長率の向上
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継続的・安定的・配当性向30%以上を基本方針としつつ、中期経営計画
2026では、利益の拡大による増配と企業価値の向上を目指す

（2025年５月期の配当予想は40円）
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資金繰りや業績、株価等を総合的
に勘案して継続実施

取 得 期 間 ： 202４年１月１2日
～２０２５年１月10日

取 得 株 式 数 ： 300千株（上限）

取得価格の総額 ： 3億円（上限）

現在継続中の自己株式取得

資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応

■配当政策

■自己株式取得の継続

2024年１月11日開示

中期経営計画2026

株主還元の充実

１株当たり配当金
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